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本日の議論

⚫ 前回までの制度検討作業部会において、容量市場外の供給力について分析が進めら
れてきた。徒らな社会コスト負担の増加を抑制する観点から、このような容量市場外の
供給力に一定の蓋然性があるかどうかについて検討を深めた。この検討に基づき、容量
市場の調達量からの控除量の考え方について整理した。

⚫ また、調整力等委で整理された必要供給力の見直しや今回の容量市場における調達
量の議論と合わせて、既存の費用負担が適切かどうかについても確認を行う必要がある
ため、2027年度メインオークションの開催に向けて、その方向性について御議論いただき
たい。

⚫ その他、追加オークションの需要曲線を検討するにあたり直近の経済指標の変化に基づ
く柔軟な対応の必要性について御意見をいただいたNet CONE他市場収益の取扱い
や蓄電池の電源区分の取扱い、また、非効率石炭の稼働抑制インセンティブに関する
見直しの必要性、発動指令電源による追加調達の実施判断について、御議論をいただ
きたい。
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容量市場外の供給力と控除量について

⚫ 2023年3月29日に開催された第60回電力ガス・基本政策小委員会において、容量
市場外の供給力が一定程度見込まれる状況下においては、容量市場での調達量を必
要供給力の全量とするのではなく、一定量を差し引いて調達する考え方が示された。

⚫ 2023年4月26日に開催された第78回制度検討作業部会において、供給計画と容量
市場で確保された供給力の差分の分析について議論され、「発生の蓋然性が一定程
度あるものの、毎年変動する」個別要因の存在が示唆された。

⚫ この個別要因には、FIT電源期待容量の想定差や火力・水力の容量市場不参加分
等、原子力増加分、休廃止増加等が存在する。このうち火力・水力の容量市場不参
加分等の一部については、例えば工場の生産プロセスに影響を受ける自家発余剰のよ
うに発電量の変動が大きく、その特性から容量市場に参加することが難しいと判断してき
た可能性が相対的に高い。そのため、容量市場での調達量から差し引く控除量として扱
うこととしてはどうか。

⚫ 火力・水力の容量市場不参加分は2024年度：約200万kW、2025年度：約170
万kWと推定され、約120万kWについては2024年度、2025年度共に不参加となって
いる。容量市場に参加しない電源は各年度で発生する可能性もあるが、控除量を保守
的に見積もる観点から、両年度に共通して出現した供給力である120万kWを容量
市場調達分からの控除量としてはどうか。
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容量市場外の供給力と控除量 各個別要因の控除量への織り込みの検討

⚫ 火力・水力の容量市場不参加分については、容量市場外の供給力と見なし得るものと
考えられ、控除量の根拠となり得る。

検討項目
控除量
根拠

考え方

FIT電源期待容量の想定差 × 供給計画は各送配電が提出する。各送配電は供給計画を提出するに
あたって過去の増加分の傾向を織り込んで予測する等を行う。補正され
る可能性が比較的高いため、蓋然性のあるものとして見込むことは困難。
また、追加オークションで織り込むものである。

火力・水力の容量市場
不参加分等

○ 火力・水力の容量市場不参加分の一部については、例えば工場の生産
プロセスに影響を受ける自家発余剰のように発電量の変動が大きいもの
である可能性があり、その特性から容量市場に参加することが難しいと判
断してきた可能性が相対的に高い。

原子力増加分 × 今後再稼働が進むと考えられるが、そのタイミングを数年前に見通すこと
はできず、保守的に見積もる観点から蓋然性のあるものとして見込むこと
は困難。

休廃止増加等 × 蓋然性のあるものとして見込むことは困難。市場退出として反映されるこ
とから追加オークションの需要曲線に織り込むもの。

根拠になり得る:○
根拠にできない:×
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【参考】供給力の差分(発生の蓋然性が一定程度あるものの、毎年変動するもの)

第78回 制度検討作業部会
（2023年4月26日）資料4
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費用負担の見直しについて

⚫ 容量市場における一般送配電事業者の費用負担は、託送料金の原価算入分となり、
現状では2025年度から偶発的需給変動の7%分と整理されている。

⚫ 容量市場の開設により、従来の電源Ⅰ’として調達されていた供給力・調整力が発動指
令電源として確保されることになるが、電源Ⅰ’は偶発的需給変動対応の一部である計
画外停止に加え、厳気象H1需要への対応が求められてきた。

⚫ 今回の必要供給力の見直しと容量市場における調達量に関して議論を行うことと合わ
せ、2027年度実需給向けメインオークション以降、従来小売負担分と整理されてきた
厳気象対応分、稀頻度リスク対応分の費用負担のあり方についてどう考えるか。

項目 説明 これまで 見直し後
費用負担
区分(現状)

厳気象対応分
10年に1回程度の厳気象（猛暑および厳
寒）に対応する供給力

夏季冬季
平年H3需要に対して2%
春季秋季
なし

夏季冬季
平年H3需要に対して3%
春季秋季
平年H3需要に対して2%

小売

稀頻度リスク対応分

想定したリスクを超える規模の供給力喪失若し
くは需要増加のリスク、又は、これらを設定すると
きに想定されていないリスクであって過去の事象
等をもとに想定すべきと考えられる大規模かつ長
期間の供給力喪失のリスクに対応する供給力

夏季冬季
平年H3需要に対して1%

年間通して
平年H3需要に対して1%

小売

持続的需要変動対応分 景気変動等による需要変動に対応する供給力 1% 2% 小売

＜必要供給力の見直しの対象項目＞ *調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2023年1月24日）のEUE算定における諸課題の検討内容から抜粋



⚫ 10年に1回程度の厳気象(猛暑および厳
寒)に対応する供給力と整理されている。

⚫ これまで厳気象H1需要への対応は、実効
性のある供給力確保の措置が講じられるま
での暫定措置として、電源Ⅰ’にて確保して
きた。

⚫ 従来電源Ⅰ’として調達されていた供給力・
調整力が、容量市場で発動指令電源とし
て確保されることを踏まえ、費用負担の在り
方をどのように考えるか。
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費用負担の見直しに関する論点

⚫ 稀頻度リスク対応分や厳気象対応分の性質を踏まえた費用負担の在り方や、必要供
給力の増加について、小売・託送の両者にとってのそれぞれの役割に応じた費用負担の
在り方について、どのように考えるか。

追加設備量

容量市場が
想定していない事象

H3需要想定

持続的需要変動

偶発的需給変動

厳気象対応

稀頻度リスク

2024年度向け
必要供給力

(見直し前)
H3需要の
112.6%
↓

(見直し後)
H3需要の
115.2%

小売負担

小売負担

予備電源の枠組みを活用

容量市場目標調達量
* 一定量が見込まれる容量市場外の供給力も含む

論点②

⚫ 必要供給力の増加について、小売・託送の
両者にとってのそれぞれの役割に応じた費用
負担の在り方について、どのように考えるか。

論点③

⚫ 稀頻度リスクは、厳気象需要発生時に追
加的電源脱落等が同時発生した際に必要
な供給力と整理されている。

⚫ この供給力の性質を踏まえて、費用負担の
在り方をどのように考えるか。

論点①
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【参考】稀頻度リスクについて
第73回 制度検討作業部会
（2022年12月21日）資料7
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【参考】容量市場開設後の発動指令電源の位置付け
第37回 容量市場の在り方等に関する検討会

（2022年4月11日）資料3
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【参考】費用負担に関するこれまでの整理
第5回 調整力及び需給バランス評価等に関する

委員会（2016年8月4日）資料2-1
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【参考】費用負担の在り方に関するこれまでの議論
第6回 電力レジリエンス等に関する小委員会

（2019年4月26日）資料2-1
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【参考】託送費用負担に関するこれまでの整理

第12回 制度検討作業会
（2017年10月6日）資料3
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【参考】託送費用負担に関するこれまでの整理

制度検討作業部会 第四次中間取りまとめ
（2021年6月）
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Net CONE算定における他市場収益の取扱いについて

⚫ 2023年4月5日に開催された第77回制度検討作業部会において、追加オークションに
おけるNet CONEの見直しについて議論が行われ、都度最新の経済指標をもとに算定
を行うという従来どおりの方向性について賛同を得た。

⚫ 一方、2023年4月21日に行われた第46回容量市場の在り方等に関する検討会、お
よび2023年4月26日に行われた第78回制度検討作業部会では、Net CONEの抜
本的な検証については将来的な対応事項である一方、インフレ率の考慮を伴う最新の
経済指標に基づくNet CONEの調整において、他市場収益にインフレ率の影響を考慮
するといった柔軟な対応が必要ではないかという旨のご意見をいただいた。

⚫ 過去の検討において、他市場収益は、英国におけるGross CONE全体に対する他市
場収益の割合（34%）を参照し、一意の値（4,800円/kW）として定められている。

⚫ 他市場収益の値は現状では固定額として取り扱われている一方、インフレ率について
は費用であるNet CONEのみならず、他市場収益にも影響するため、双方について考
慮することが適切であると考えられる。これを踏まえ、2027年度実需給向けメインオー
クション以降の具体的な措置を検討することとしてはどうか。

⚫ 次回オークションまでの期間が限られる中、例えば既存の検討から導いた他市場収益の
割合（34%）をGross CONEに適用するといった簡易的な方法で試算することも考え
られるのではないか。具体的な手法については容量市場の在り方等検討会において議
論することとしてはどうか。

15
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【参考】他市場収益の考え方
第22回 容量市場の在り方等に関する検討会

（2019年11月19日）資料3
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【参考】Net CONEの取扱いに関する過去議論
第64回 制度検討作業部会
（2022年4月25日）資料3
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【参考】Net CONEの取扱いに関する過去議論
第64回 制度検討作業部会
（2022年4月25日）資料3
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容量市場における蓄電池の電源区分

⚫ 現在蓄電池は容量市場に発動指令電源として参加することができることとされているが、
2023年4月5日に開催された第77回制度検討作業部会では、系統用蓄電池の安定
供給における役割への期待を踏まえ、一定規模以上の容量の蓄電池については余力
活用契約の締結がリクワイアメント（調整機能「有」として容量市場へ参加した場合）
となる安定電源として区分することについて御議論をいただいた。

⚫ 現在制度設計が進められている長期脱炭素電源オークションでは、蓄電池は安定電源
として区分される方向性である一方、容量市場においては電源区分が発動指令電源で
あることを前提として設備投資の検討が既になされた既存供給力も存在するといった御
意見をいただいた。

⚫ 蓄電池の安定供給における役割が期待される一方、例えば、発動指令電源を想定し
て簡易指令システムを設置済みであり専用線の敷設を想定していないといった既に投資
意思決定が行われているケースがあることも踏まえ、2027年度実需給向けメインオー
クション以降の蓄電池の電源区分については、安定電源と発動指令電源の選択*1を
可能とすることとしてはどうか。

⚫ また、蓄電池を安定電源としても参加することを可能とするにあたり、余力活用契約を締
結する場合において、一般送配電事業者への聞き取りも踏まえ、余力活用運用のあり
方について、考慮すべき蓄電池の特徴を整理したため、御報告させていただきたい。

*1：供給計画の届出に係るガイドラインに沿って適切に供給計画に計上することが求められる。
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【参考】蓄電池が各電源区分に位置付けられた場合の課題

第77回 制度検討作業会
（2023年4月5日）資料6
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【参考】蓄電池の電源区分に関する提案

第77回 制度検討作業会
（2023年4月5日）資料6



23

安定電源として容量市場に参加する蓄電池の調整係数について

⚫ 安定電源として参加する蓄電池の調整係数については、稼働実績に基づく設定が困難
なため、長期脱炭素電源オークションにおける整理と同様に、比較的類似の運用が想
定される既存揚水発電と同じ調整係数を適用することとしてはどうか。

第71回 制度検討作業会
（2022年10月31日）資料5
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蓄電池の余力活用運用に関する現状整理

⚫ 提供する余力量は蓄電池事業者の判断により決めることができる一方、余力活用への
最大限の協力が望ましい。また、必要に応じて蓄電池の特徴を考慮した運用を規定す
る必要がある。

• 余力提供事業者は、定められた期限までに余力提供計画を
提出する。

• 一般送配電事業者は、上げ余力・下げ余力ともに提出され
た上限値までの範囲で余力活用を実施する。

余力活用運用の概要

＜SoC把握精度＞ ※SoC：State Of Chargeの略。充電率

• 数%の誤差が前提であり、正確には把握できない（正確に
水位の分かる揚水発電とは対照的）。

• 通信手段によっては、SoCの把握ができなかったり、遅れたり
するケースが考えられる。

＜SoC運用基準＞
• SoCでの運用幅を定める場合、過放電や過充電を防ぐため
に10%-90%のように上下に余裕を持たせるのが一般的。

＜サイクル数の制限＞
• 蓄電池メーカーでは保証できるサイクル数を定めている（充放
電の出し入れの絶対値（充電10%も放電10%もそれぞれ
10%とする）が合計100%になると1サイクル）

考慮すべき蓄電池の特徴

*1：一般送配電事業者は計画として提出された余力の範囲でのみ運用を行うためSoC情報の連携までは不要なケースもあると考えられる。

◼ 事業者がサイクルの消費を防ぐ観点から通常の運用を超えた部分を余力として提供することが難しい場合は、余力提供計画に
余力を登録しないことが可能。ただし、余力提供できない理由を説明する必要があることに留意する必要がある。また、事業者
はサイクル数を消費しても経済的に見合う価格で余力を登録する等の検討を行い、余力活用に協力することが望まれる。

◼ 一般送配電事業者は、必要に応じてSoC誤差の余裕等*1を考慮した運用幅を余力活用契約ないし運用申合書に規定す
ることが望ましい。

＜余力活用運用構築への示唆＞



25

1. 容量市場における確保量と費用負担

2. Net CONE算定における他市場収益の考え方

3. 蓄電池の取扱い

4. 非効率石炭火力の稼働に関する誘導措置の見直し

5. 発動指令電源による追加調達の実施判断



非効率石炭火力の稼働に関する誘導措置見直しの必要性について

⚫ 容量市場では、安定供給を損なわない前提のもと、2050年カーボンニュートラル社会の実現との
整合性確保という課題に対応するため、2025年度実需給向けメインオークションから非効率石炭
火力の稼働抑制の誘導措置（設計効率42%未満の石炭火力について、設備利用率が50%
を超過した場合に容量確保契約金を20%減額）を設けている。

⚫ 2026年度実需給向けメインオークションにおいてはLNG火力は比較的経年の浅い電源が一定
量の不落札となっている一方、石炭等は経年に関わらず不落はほとんど見られない。

⚫ また、カーボンニュートラルに向けた動きは加速しており、例えば、本年4月に開催されたＧ7札幌
気候・エネルギー・環境大臣会合において、2035年までに電力部門の完全又は大宗の脱炭素
化等の昨年のコミットメントの再確認に加え、排出削減対策が講じられていない化石燃料のフェー
ズアウトを加速させることが新たに合意された。

⚫ 化石燃料のフェーズアウトについては、安定供給の視点を持ちながら進める必要があり、緊急の
LNG投資促進から、長期脱炭素電源オークションにおいて600万kWの追加調達を可能とする方
向性が示されている。

⚫ こういった動向を踏まえ、非効率石炭電源の稼働に関する誘導措置について、直近の設備利用
率等の現状も確認したうえで、見直しを行うことを検討してはどうか。

⚫ なお、この誘導措置は必要に応じて見直しを行うこととされており、2023年3月1日に開催された
電力・ガス基本政策小委員会の議論でも、更なる措置の必要性が述べられている。
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【参考】非効率石炭の稼働抑制に関する誘導措置
第49回 制度検討作業部会
（2021年4月15日）資料3
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【参考】非効率石炭の稼働抑制に関する誘導措置
第49回 制度検討作業部会
（2021年4月15日）資料3
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【参考】火力政策の対応の方向性
第59回 電力・ガス基本政策小委員会

（2023年3月1日）資料7
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【参考】2026年度実需給向けメインオークションにおけるLNG、石炭等の落札容量

（出所）第76回制度検討作業部会（2023年2月27日）資料4-3「経過年数別／発電方式別構成容量（2026年度）」から資源エネルギー庁作成。

⚫ 2026年度実需給向けメインオークションにおいて、LNG火力は比較的経年が浅い電源
が一定量の不落となっているが、石炭等は経年に関わらず不落はほとんど見られない。
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【参考】Ｇ7札幌 気候・エネルギー・環境大臣会合
第61回 電力・ガス基本政策小委員会

（2023年4月27日）資料6
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【参考】長期脱炭素電源オークションにおけるLNGの募集量
第72回 制度検討作業部会
（2022年11月30日）資料6
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1. 容量市場における確保量と費用負担

2. Net CONE算定における他市場収益の考え方

3. 蓄電池の取扱い

4. 非効率石炭火力の稼働に関する誘導措置の見直し

5. 発動指令電源による追加調達の実施判断



発動指令電源による追加調達の方向性について

⚫ 2023年1月24日に開催された第81回調整力及び需給バランス評価等に関する委員
会において春季・秋季の厳気象対応・稀頻度リスクに対応する供給力の調達方法に
関して、安定電源の補修調整で対応する方法だけではなく、発動指令電源の追加調
達で対応する方法についても提案された。

⚫ 2023年2月27日に開催された第76回制度検討作業部会では、この発動指令電源
の追加調達の対応を行うかどうかについて2022年度夏季・冬季の実効性テストによる
発動指令電源の実効性の検証結果を踏まえて検討する方向性が示された。

⚫ 2024年度実需給にあたり市場退出が約25%発生し、2026年度実需給向けメイン
オークションでは発動指令電源の応札量が上限に到達していないことも考慮すると、現
状は発動指令電源の追加調達に応えるリソースが存在しているとは判断できず、更なる
発動指令電源の運用蓄積、着実な運用に基づくリソース拡大が望まれるのではないか。

⚫ そのため、2027年度実需給向けのメインオークションにおいては春季・秋季の厳気象
対応・稀頻度リスクに対応する発動指令電源による追加調達は実施しない一方、将
来的に発動指令電源の活用を推進する方針に基づき、実効性の検証や追加調達の
実施判断を進めることとしてはどうか。
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【参考】発動指令電源の追加調達に関する検討の方向性
第76回 制度検討作業部会
（2023年2月27日）資料4-3



36

【参考】発動指令電源の実行性テストの状況と期待容量変化
第45回 容量市場の在り方等に関する検討会

（2023年3月29日）資料3
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【参考】発動指令電源の上限容量と応札容量の推移
容量市場メインオークション約定結果
（対象実需給年度：2026年度）

（2023年2月22日）


